




二つある。 一つは、 4 部冊からなる『富山医科
薬科大学における教養教育 自己点検と外部評
価.1 (平成13年 5 月) である。 もう一つは、『教
養教育点検評価報告書.1 (富山医科薬科大学一
般教育研究紀要第31号(海時増刊 号) 所収、 平
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おり、 学科目は準部局として取り扱われること
となり、 学科目から評議員を 1 名選出すること















































分された。 傾斜配分額は1，464， 999円で、 これ
を研究 ・ 教育 ・ 管理運営の各教員のポイントに



















( 1名)、 歴史学( 1名)、 法 学( 1名) 及び語
学系の英語( 4名:外国人教師 1名を含む)、
独語( 1名)、 日本語 ・ 日本事情( 1名)。 生命
健康科学. 人間科学系の心理学( 1 名) と行動






ポーツ科学系の保健体育学( 1 名) 及び健康福
祉学系の保健福祉学( 1名)。 自然情報科学:
自然科学系の数学( 2名)、 物理学( 2 名)、 化
学( 2 名) 及び情報処理学系の統計 ・ 情報処理












(短時間数 のものを除く) は、 入社系 9 人10コ




















4 単位 1 単位 25単位




. FD : 2004年度に、 中期目標の年度計画を検
討するため、 一貫教育協議会の下 に 4 つのワ
ーキンググループを設置し、 その一環 として
9月30日に学科目独 自 のFD を教養教育改善
委員会( 尾崎宏基委員長) の計画のもとで実
施した。
4 ) 研究紀要: 学科目教員の研究を活性化する
ことと、 研究成 果の発表の一つの場を与えるこ
とを目的として「一般教育研究紀要」 が昭和54
年より発行されている。 平成 7 年に一度休刊 し
たが、 それ以外は最低年に 1 冊、 平成 9 、 10、
12�14、 16年は年に 2 冊刊 行した。 現在まで33
号が刊 行されている。 資金は、 これまでは大学
の共通経費等で賄われていた。
V)教職員の動向
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・副 学 長: 本田昂(1996 - 2002)、 竹口紀晃




2003藤 本正文(英語 学)、 2004豊富誠三(物
理学)、 高橋たみ子(化学)







-外国人教師: Lorraine H .Sakka1997 - 2000 ; 
Elizabeth H ollanders 2000 - 2004 ; Lesley 
RILEY 2004一現在 ( 盛永審一郎)
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断の改革を進め、 生化学(第 斗) 講座は後の分
子神経科学講座となり、 平成15年 7月に森 寿



















平成 9 年 4月に大学院医学系研究科看護学専











神経科学講座(旧生化学第 三) の 2 基幹講座と
5 つの協力講座(統合神経科学、 分子神経病態
学、 分子免疫学、 精神神経医学、 生物試験) で
発足し、 平成17年度からはさらに神経内科学講
座が 加わった。 後述のようにこの基幹講座が中







基本的確認事項J の 1 つに「全教員に対する任
期制の採用jが掲げられていることもあり、 平
成15年 6月より医学部の全教員にも任期制を導






項目を見直し、 ①教育、 ②研究、 ③管理運営、






(委員長 ・ 大谷 修教授)、 10月に医学教育推進
室がおかれた。 カリキュラム検討委員会はモデ
ル・コアカリキュラムの導入に大きな貢献をし







平成 8 年 2 月に医学部看護学科校舎新営工事
( 2 期) が竣工した。 これにより鉄骨鉄筋コン
クリート造り 7階建ての校舎が完成した。
















アル教育室として 2 室の新設工事を行い、 さら
にカンファレンスルームとロッカールームの改
修により 2 室を追加し、 これにより合計12の
テュートリアル室が整備された。
3 入学者選抜の状況
(1 ) 入学者受入れ方針(アドミッション・ ポリ
シー) の改訂
平成13年 6 月に医学部のアドミッション・ ポ
リシーが冊子体として公表された。 その後、 平
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「社会から信頼される優れた医療人を育成す









薦入試を行っていた(募集人員20人、 平成 5 年





































平成10年12月4 ・ 5 f:::lにいこいの村富山で
「第 F一回医療人育成のためのワークショッ プj
が、 医 ・ 薬 ・ 看合同で、行われた。 以後、 FDは


























医学科では、 平成14年度より、 モデル ・ コア
カリキュラムに基づいた新カリキュラムを導入
した。 移行期を経て、 平成17年度より、 全学年
が新カリキュラムとなった。 平成16年度より、
3 年次専門科目にテュートリアル教育を本格的









tive Structured Clinical Examination) を導入






生10人が、 毎 時間の授業を評価している。 その
結果は臨床講義室の掲示板に掲示されている。
また、 医学科では、 平成15年12月より卒業試験




り組み 、 ③本学の教育設備、 ④学生に対する成
績評価や進級判定、 ⑤本学周辺の環境について
の 5 項目からなり、 4 段階評価である。
(5 ) 関連教育病院の拡充と臨床教授の増員
医学科の関連教育病院は、 関学以来、 富山県





にかけて、 関連教育病院を9 病院追 加し、「富
山医科薬科大学臨床実習運営協議会jを立ち上















から、「論理学」、「教育学 J 1統計・情報学J と
「行動科学」 を新たに組み込んだ。
初期専門教育として「早期介護体験実習」 が、









はいたが、 看護学科においては、 高学年では じ
まる臨地実習への影響やボランティア・ クラブ
の創部等の点で、 より顕著と受けとめられ、 現




















地実習の前倒し( 3 年後期 . 4 年前期) とその




















看護学科は平成 5年 4月に設立され、 平成14
年10月に開設10周年を祝う会が聞かれた(看護

















平均87. 9%) で、 最近 5年 間でみ る と、 平 均
93. 4% (全国平均89. 7%) でかなり良好 である。
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科、 麻酔科、 外科、 産婦人科、 脳神経外科、 整
形外科などでそれが著しい。
看護学科卒業生について開 設以来の 9 年間で
みると、 看護師国家試験の合格率は98. 8%(全
国 平均89. 7%)、 保 健 師88. 7%(全 同 平均
90. 7%)、 助産師はこの 2 年間で100%(全国平
































平成 4 年度に医学部(医学科) に入学した西
山敬人君が、 大学近くで交通事故に遭い、 平成
4 年 4月23日に他界したことに伴い、 ご父君西
山敬兼氏から敬人君の名をHした奨学基金を残
したいと|司年ム8月に金5，000万円を寄付され、


















の 創生」が21世紀COE プログラムに採択 され




し、 評議会の承認を得た。 その後、 平成17年 4
月の寺津大学院教授の千葉大学転出に伴い、 拠
点リーダーは|嶋田 豊教授に引き継がれた。







(2) CR EST 
科学技術振興機構の助成による戦略的基礎研
究推進事業(Core R esearch for Evolutional Sci­







医学的研究の両 面から、 分子・遺伝子、 細胞
(ニューロン) 及びシステム(行動) レベルで
総合的に明らかにすることを目的としている。
具体的には、 以下 の 3 つのチームで研究を進め
ている。 1 ) 分子・細胞レベルの研究: 脳の構
築と情動発達の分子メカニズ、ム。 2 ) 細胞・シ
ステムレベルの研究: 情動発達と情動学習・記






















































(1897) に富山市「λ薬 学 専 門 学 校、 明 治42年
(1909) に 県 立富 山 薬 学 専 門 学 校、 大正8 年





学院博士課程を設置した。 平成 4 年(1992) に




年を 祝した平成 7 年(1995年) 10月以降の10年
間の薬学部の歩みの中で主たる事項は以下の通
りである。
2. 薬学部長 ・ 薬学研究科長
この10年間の薬学部長 ・ 薬学研究科長は、 、Iえ
成 7 年~百瀬雄章教授、 平成 9 年 2月~小泉徹
教授(平成10年 1月逝去)、 平成10年 3月~小




(前期 ・ 後期) 課程を医療薬科学専攻とし、 創








(臨床) 薬学を 標携した独立専攻を設ける動 き
が 加速されてきた。 本学でも、 平成 9 年から薬
学研究科の改本の本格的な検討を開始した。
薬学部としては、 全|王lの薬学部の教育改革の






効と考えられた。 平成 9 年に 行政改革会議で国
立大学の独立行政法人化が議論されたことは、







4. 薬学部 ・ 薬学研究科の外部評価
平成12年まで 多くの側面から薬学部 ・ 薬学研
究科の自己点検を行ってきたが、 外部点検の観
点が 欠如lしていたため、 平成12年 2月に 竹口薬
学部長のもとで外部評価資料を作成し(富I]J医
科薬科大学薬学部 ・ 薬学研究科外部評価資料、
A4 判、 218頁)、 10名の外部 評 価 委 員 に 配布
し、 個別研究室の評価をお願いした。 また平成
12年 3月に5名の委員に 米学いただき、 外部評
価委員会を開催した。 そのう ち4名の委員か
ら、 4 段階の総合評価をいただいた(評価基
準、 4 優 れ て い る、 3 良好、 2 普通、
1 さらに努力が 必要)。
総合評価の平均点を 列記する。[学部 ・ 大学
院の概要]学部の運営システム等3. 8、 大学院
の運営システム等3. 3、 人事選考 ・ 人事の流動
性3. 5、 学部の入学者選抜方法3. 5、 大学院の入
学 者 選 抜 方 法3. 5、 施 設 ・ 設備3. 8、[教 育 活
動]学部教育のカリキュラム4. 0 、 学部の医療















































6，000名 に 減 らして(当時の卒業 生 総 数は約




コアカリキュラム」 の策定により、 6 か月間の
実務実習を含んだ薬剤師教育には 6 年間が必要
であるとのコンセンサス形成の動きが加速し、
学校教育法の改正(平成16年 5 月21日公布) に
より薬剤師養成のための薬学教育課程が 6 年制
となり、 薬剤師法の改正(平成16年 6 月23日公
布) により薬剤師国家試験を受験できるのは原
則として 6 年制の薬学部・学科の卒業生とされ
た。 これにより、 本学薬学部は、 平成18年度か
ら、 薬剤師養成のための薬学科( 6 年制、 定員
55名) と創薬研究者等養成のための創薬科学科











平成 9 年に、 斉藤 正巳氏(本学薬学部第37回
(昭和24年) 卒業) の基金申し出により、「斉藤
正巳奨学寄付金 J が発 足した。 本奨学金の趣旨
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平成10年 2月には、「薬学部学生後援会jが
設なされた。 学生後援会は、 課外教育援助、 課
外活動援助、 奨学資金活動、 広報活動、 緊急対




















年約10名)。 ま たuscのザ:1サてが当学部で約 1
ヶ月の研修を行っている(毎 年 2 名)。 両学部
の教員間でのシンポジ ウムの開催や共同研究な
ども積極的に行われている。









































「専門英語」、「病 院・薬 局 実 習j、「卒 業 研 究
(実習)J、「卒業研究(演宵)J の 5 つの科日を






平 成16年 8月19�20日 に は、 第3凶ワ ー ク
ショップを開催し、 24名の教員が参加した。 本
学がi玉l 立大学法人化されて初めてとなるワーク






制」、「魅力ある 4 年 制」、iOSCE の課題と問題
点」 についての討議となっている。
9. おわりに
平成14年 9月 7 日 に薬学部創立110周年記念
式典ならびに祝賀会が 盛大に執り 行われた。 富
山薬窓会が 毎年発 行している薬学部同窓会誌
「遠久采」 は、 平成15年 2 月 1 日 に第80号の発
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刊 となった。 いずれも歴史の重みをず、っしりと









(倉石 泰、 畑中 保丸)





置研究所に昇格した。 資源開発、 1:物試験、 臨










達し廃!ト会され、 平成 9 年には恒常性機能解析部
門、 、|λ成12{J:には薬物代謝工学部門が新たに設











研究 難治性疾患、 生活背慣病の予防、 治療へ
の有用植物成分の研究、 ③現代医療への和漢
薬・天然薬物の応用研究 術後癌転移抑制の目
的で、漢方 処方 í 1-全大補湯jを臨床的に使用、
④民族薬物の蒐集とデータベースの作成 附属
薬効解析センター(平成17年 8月から民族薬物
































大学、 広島大学、 九州大学、 岐阜薬科大学、 北
里大学、 明治薬科大学であり、 タイ側協力大学
はチェンマイ大学、 カセサート大学、 コンケン
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ンゴル国立大学・生物学部(モンゴル)、 伝統





6 . 学会シンポジウム、 セミナーの主催
①和漢医薬学会大会 和漢薬研究所は昭和59





隔年 ごとに10回開催している。 平成17年 7 月に





















































ングに臨ん だ。 この改革案は学内の医学部、 薬














本研究所では、 研究 ・ 教育成果を国民に知ら
せる説明責任を果たし、 研究所の更なる活性化




評価委員長 虞崎知生)、 17年(病態 生化学分
野、 評価委員長 服部征雄) には教授着任10年
を経過した部門の外部および内部評価を実施し









学分野を含む)、 病態 科学部門(生物試験、 病
態 生化分野を含む)、 臨床科学部門(臨床利用









で、 助手は 7 年であった。 しかしながら、 人事
の更なる流動性の確保、 採用時の幅広い公募が
必要と考え、 平成15年 3月に全ての教員の任期














(倉石泰薬学部長) からは 5 年の約束で 1 教授
職を借用し、 平成16年 5 月から新たに「消化管
生理学分野」を設置した。 平成14年ツムラの寄
附講座(客員教授 1 、客員助教授 2 、研究員 1 ) 
が更新されて、 さらに平成16年 7 月から富山県
の寄附部門が設置され客員教授 1 、 研究員 1 が
追加された。 平成17年 8月時点での研究所の教




会で決議された。 薬効解析センターは平成 8 年
4月に設置され、 薬効解析に関する研究ばかり
でなく、 民族薬物の蒐集、 整理、 これらの薬物
をデータベースとして世界に発 信するなどの業
績をあげてきたが、 施設名を平成17年 8月 1 日
から「民族薬物研究 センター」 と改称し、 薬効
解析部、 外国人客員部、 国際共同研究部、 民族
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所では、 天然薬物資源の確保、 保全、 および永
続的利用を図るために、 薬用資源植物の学術調
査・蒐集・ データベース化、 栽培・育種とその
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に重要と記し、 これを実現するために、 ①診
療機能体制の強化、 ②臨床教育の充実及び③
臨床研究の推進などの 6 事項(18項目) にわ
たる中期行動計画( 5 か年計画) を設定した。
(2) 病院マネジメント改革の策定










更に、 法人化後の平成1 6年 4 月に、 附属病
院における 6 年間の中期目標・ 中期計画を策
定し、 これに基づき平成1 6年度計画を策定・
実施し、 今年度(平成1 7年度) も計画を策定
し実施 中である。
その概要 は、 次の 4 つの基本的な理念に基



















る。 それは、 、子成 7 年10月に病院長補佐 3 人
を設置し、 更にこれを発展させ、 平成11年 5
月には病院長の職務を分担して補佐する副病
院 長 3 人(運 営・経営、 医 療・研究及 び 教



























標値の①後発薬品への切り替え 8 %、 ②医療




テム:SPD (Supply Processing & Distribu 
tion) システムの導入を企画し、 平成17年度
に導入決定したことも大 きな成果であるc
3 . 診療機能の充実(診療科・部門の整 備)
(1 ) 診療科の整 備
平成14年 4月に、 総合診療部を設置し、 そ
れまでの内科系の番号診療科を、 臓器疾患別
専門外来に変更して患者様からわかりやすく




























必須な部門:1矢療安 全管用 室(平成13年 7
月)、 感染杭治療部(I"J年12月)、 院内医療機
器の効率的利用のため医療機器管理センター






機器修理費の削減策として、 平成17年 2 月に
臨床工学技士の分散配置を医療機器管理セン
ターに一元配置し、 更に同年 4 月に臨床工学




開院以来要望の高かった「郵便局 J を西病棟 1
階に新設(平成 7 年 9月)、 MRI(磁気共鳴画
像検査装置) の導入に伴う建物をMRI-CT棟
( 2 階建て、 延面積224 m)を増築した(平成 8
年 7 月)。 更に平成 9 年11月には、 集中治療部、
輸血・細胞治療部及び医療情報部が入る中央診
療棟( 4階建て、 延面積2，116 m) を増築した。
また、 導入した主 な医療機器は、 MRI装置
2 台(平成 8 年 6 月、 平成12年 3 月)、 PET装
置(平成12年 3 月)、 高速血管造影検査治療装
置(平成 8 年 3 月)、 超音波手術装置(平成12
年 3 月)、 総合血液検査装置(平成12年 3 月)、
手術支援装置(平成15年 3 月)、ICU重症患者
監視治療装置(平成10年 3 月)、 全身用X線 CT
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る(財) 日本医療機能評価機構の「病院機能
評価」 の審査(Ver.3.1) を受け、 翌平成11




い 、 更に高いハードルの更新審査(Ver. 4.0) 
を受け、 平成17年 2 月に認定を得た(認定期





平成17年 1 月の調査で 4回目である。 この調
査結果を基に、 診療予約の徹底による待ち時
間の短縮(平成14年 4月)、 患者駐車場のゲ










昇し、 平成12、 13年度をピー クに微減傾 向にあ





差額、 いわゆる利益 を求められているため、 平






































平7 平8 平9 平10 平11 平12 平13 平14 平15 平16
診療実績額の年度別推移図
額に対 す る 医療 経 費 の比率) が 対 前年比で
















7 .  リスク管理の充実
附属病院における医療安全管理は、 特定機能
病院として、 大学病院として高度医療を提供す
る反面 、 常にリスクを負っており、 そのマネジ
メントは極めて重要な事項である。
このため、 院内に医療安全管理委員会を設置
(平成12年 4月) し、 医療安全管理の指針及び
“ひやりはっと" のインシデント等報告制度を
整備(平成12年10月) した。平成13年 7 月には、
同委員会の下に医療安全管理室を設置し、 専任
G RM (General R isk Manager) と各部門 RM
を配置して、 情報の収集・分析及び職員研修な
どに対する機動力を充実させた。

































従来、 各診療科が独 自 に募集・採用してい
た医員の後期臨床研修について、 新制度での
初期臨床研修終了後の平成18年 4月採用に向






















今後は、 附属病院が 自 ら平成16年度に策定し
た中期目標・ 中期計画(平成16年度~平成21年
















蔵書 数16万5，000冊 、 雑誌数4，000種 、 年間利用
者数19万1，000人、 1日入館者数560人となり、
学生、 教職員に安定したサービスを提供 できる
ようになった 。 第9 代附属図書館長小泉保(薬
学部教授) は、 平成 8 年 4月から日曜開館の実
施及び24時間開館の実施に踏み きった。 24時間
開館は、 朝 9 時から夜 8 時までは職員やパート
職員で窓口対応を行い、 夜 8 時から戦朝 9 時ま
では自動人退館装 置を使用する無人開館)j式を
採った。 この方';r\;で、凶書館を利用できる対象を
教職員、 大学院生に 加え学部学生の 最終学年
(医学科は 5 ・ 6 年生) まで拡大した。 また、
無人開館時の複写需 要に応えるためコイン複写
機を設置した。 この年は、 本学で最初の電子
ジャーナル(J Biol. Ch em. ) を導入した。

















eメールによるILL 申込受付開 始、 研究活動
一覧のホームページ での公開、 11月より凶書購
入をホームページ で受付ができるようになるな

































された卒後臨床研修センターに同書 や DV Dを
整 備した。
平成17年は、 県内 医療機関への利用促進や利
用に関する覚書 を取 り交わすなどしたc また、
EBMに関するデータベースや国内雑誌の電子
ジャーナルを導入した。
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務系、 財務系、 国際系、 研究支援系、 教務系、
医療事務系などを広く体験 ・ 勉強し、 その中か
ら本人の適性等を見出し、 プロフェッショナル
の分野を磨いていくことも一案か… )。
次に、 3 大学の再編 ・ 統合に伴う新たな事務
組織編制については、 次のような考え方に基づ
き再編成したところである。
1 、 基本的な考え方として、 法人化後の事務組
織は、 従来のように文部科学省からの指示待
ちゃ、 また、 単なる事務処理的な存在ではな














































(理事 ・ 事務同長 本問 実)
